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V．本研究の結論

I　本研究の意義およぴ目的

§1．本研究の意義

　人問生活にかかわる物的Envir㎝ment（内的および外

的環境）のうち，我国においては住い環境が最も劣等で

あることは，他の経済的先進国と比較して広く喧伝され

るところである。元々「住居」環境の良否は居住者にとっ

ては「住生活」と「住宅」との相対的関係において，主

体者の住要求が充足される度合を言うのである。従って

第三者が容易に評論すべき問題ではない，まして時代を

越え民族を越え評価するのは至難のことと言わざるをえ

ない。たとえば，一西洋人が東海道新幹線から見た集合

住宅の住戸規模より「日本の住宅は兎小屋みたいだ」と

言ったことがジャーナルに大きく取上げられたが，わが

国の住生活の実状を深く認識するのでなければ，それは’

自国民の住生活を基準とした皮相な評論に過ぎないので・

ある。

　しかし居住者の住要求が不在のままでも住宅が規制さ・

れることがあった。たとえば古代より近世に至るまで支’

配層の意向によって都市の威容を整えるために，または

身分制を明確にするために住宅の構えや外観が規制され

ることは普遍的であった。また近世よりは公共の福祉の’

ために火災に対する防衛法として住宅の構造的な法規制

が行われてきた。一方，近代になって社会・経済の変化

二孟㌫簑鴛二畠㌶蝋簑言、㌶†よ　■

展させるため，国民一般に対して物的な住環境のみなら

ず住生活のあり方の一部までも規制する「住居」法規が

19世紀末期から欧州先進国で採用されるようになってき

たのは衆知の処である。なお我国では現在に至るまで，

かつての衛生法の季節大掃除施行を除外すれば，直接的

に住生活までを規制する法規は存在せず，建築としての

住宅を規制する範囲に止っていることは注目すべき問題

である。

　ひるがえって現在の我国の住居問題　　これは旧世

代より住宅問題と訳されてきたが，確立されてきた「住’

居学」の立場から言えば誤訳とせざるをえない一を概一

観すれば，すでに第2次大戦直後の絶対的住宅困窮を克一

服して「質的」住宅難の時代に入ったと言われて久しい。

しかしこの「質的」ということは必ずしも明確に分析さ

れその解決のために論理的な具体的方策が樹てられてき

たとは言えない状況である。すなわち居住者に対する住一

宅調査に見られるように住宅要求はもう少し広い室面一

積，もう一室多い部屋数に集約される。1そして，それに一

応じる住宅規模の漸増目標をめざす政策方針は基本的に

は正しいと言わざるをえないが，では一般的にどれだけ

の面積が不足なのか，どのような用途の部屋が不足なの

かを質せば直にその返答は不透明にならざるをえないの

である。

　その経緯を具体的に述べるまでもなく現在の質的住宅

難の要因は住生活と住宅の乖離にある，別の言い方をす

れば我国では現代の生活様式，なかんずく住生活様式が
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できていないということである。元来，生活様式を他律

的に成立させることは近代社会では不可能であり有意義

ではない。したがって住宅を研究対象とする場合は近過

去より現時点に至るまでの住生活の変化の動向を分析

し，近未来の住宅のあり方を考究する1必要がある。すで

に我々は第2次大戦直後より，戦災復興住宅や各種の公

共住宅から一般住宅に至るまでの住生活の分析をおこ

なってきたが，特に経済復興期より多種多様の生活物資

の持ち込みが住生活の秩序を破壊する実態を把握し研究

の対象としてきた。本論文において敢て住宅における収

納の問題を課題としたのは，これが前述の住宅の質的解

明の一つの重要なキー・ポイントになると考えたからで

ある。

　なお，住宅における「収納一ということを本論では「住

生活にかかわる総ての生活物資の位置的，空間的秩序づ

け」と定義している。また本研究の成果は，個別の住宅

および集合住宅の設計計画学の進歩に資し我国の住居水

準の向上に役立ちうるとともに，研究方法論的にはグ

ローバルに学問の進歩に資することを期している。

§2．本研究の目的

　本研究は最終的には住宅における収納空間を位置的，

量的に現代の状況より設定することを目的としている

が，研究〈その1〉では生活物資であるモノ所有の標準

化にかかわる諸問題を究明することを目的にしている。

　ここに住宅における収納のステージを考察すると，住

宅自体が収納空問となっている家具等の収納（1次収

納），住宅内の収納専用室や専用空間，たとえば納戸や押

入における収納（1’次収納），戸外物置・蔵等における収

納（1”次収納），造付け家具・装備や収納球具内におけ

る収納（2次収納），開放棚や家具上部，固定ハンガーに

よる収納（2’次収納），2次収納部内における小引出や収

納箱による小物の収納（3次収納）等の段階が考えられ

る。これらの収納のステージにおけるモノの種類のうち

食生活にかかわる食器，調理器具等と衣生活にかかわる

衣料類の2次収納の生活物資については本論では調査対

象から省いた。この理由は食生活に関するモノでは沖

田・上林等による，衣生活に関するも．のでは一一棟・上林

等による比較的最近の詳細な調査があ『），何れも公表さ

れているからである1〕。また3次収納にかかわる小物類

は空間的に問題にならないことと調査（η困難性から調査

対象から部分的に省いた。

　（以下，具体的研究目的については記述を省賂。）

1）沖田・上林；台所標準化へのアブロー千、大i坂市立大学生活

　科学部紀要第27巻（1979），一一棟・．L林；衣頼および寝具の収

　納について（第1報）～（第4轍），家政学維誌V（〕133No8，

　Vo133No10（1982），Vo135Noピ1984），V（〕I36No1（1985）

II．本研究の枠組（省略）

m．研究方法

　§1．調査対象と調査時期

　生活用品の保有実態をとらえるため，家族周期，社会

階層，住宅規模の3つの分析軸をたて，この指標に基づ

いて調査村象を選択した。

　まず，家族周期別の調査対象では，家族周期を3段階

に分け，家族周期Iの対象を，未就学の子供をもつ段階

までの世帯とし，東京都23区周辺に居住する女子大学の

既婚の卒業生に調査を実施した結果，有効回答数116件を

得た。家族周期IIの対象は，小学生の児童がいる段階の

世帯とし，三重県津市近辺に居住する小学校4～6年生

の児童の家庭に調査を実施した結果，有効回答数301件を

得た。家族周期IIIの対象は，大学生の子供のいる段階の

世帯とし，大阪市周辺に居住する女子大学生の家庭に調

査を実施した結果，有効回答127件を得た。調査方法は，

家族周期Iについては郵送とし，家族周期IIとmについ

ては間接配布留置式のアンケート調査とした。調査時期

はいずれも1984年10月～11月である。

　社会階層別の調査は，階層条件を世帯主の職種と決め，

対象をホワイトカラー層とブルーカラー層に分類し，関

西地区における大手メーカーの労務職と事務職の世帯に

調査を実施した。配布各120件のうち労務職100件，事務

職89件の有効回答を得た。調査方法は間接留置式のアン

ケート調査であり，調査時期は1984年10月である。

　住宅規模別の調査対象は，住宅形式を建売分譲の一戸

建に統一一し，分譲住宅の平均延床面積を基準として住宅

規模を設定した2〕。住宅規模Iを80m2前後，住宅規模IIを

110m2前後として，調査対象を分類した。前者は，京都洛

西ニュータウン内の公社分譲住宅，後者は東京浦安パー

クシティ内の民問分譲住宅を対象に，直接配布留置式の

アンケート調査を実施した結果，前者は184件，後者は149

件の有効回答を得た。調査時期は，前者が1984年10月，

後者は同11月である。それぞれのサンプル数を表IIト1

に，また調査対象の概要は表m－2に示す。

表111－1　調査対象数

2）建設省1建築着ユ1統計によると，昭和58年の分譲住宅の一一戸

　あたり平均延床面積は77，2m・である。そこで，規模Iを80m’，

　規模Hをそ杓一より■広い11O㎡とした。
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表H卜2（1） 家族月期別調査対象の概要

家族周期I 家族周期皿 家族周期皿 有意差

家族人数 2．9人 4．7人 4．3人 ‡｝

家
家　族　型

拡大家族比率 拡大家族比率 拡大家族比率
33％ 24％

‡ホ

族 5％

長子年齢
夫婦家族と 小・中・高校生で 大学生以上

の 92％
‡｝

学齢前
状

世帯主年齢 31．6才 41．6才 49．8才 中｝

況

主婦年齢 28．2才 38．1才 46．8才 ｝｝

所有関係 持家比率　47％ 持家比率85％ 持家比率96％ ｝‡

住

住宅型式
一戸建比率 一戸建比率 一戸建比率

93％ 87％
‡‡

宅 25％

条 住戸面積 73．1㎡ 132．0㎡ 126．5㎡ ‡‡

件

居住年数 2，7年 10．8年 15，7年 ‡“

世帯主職業
専門・技術職 専門・技術職 自　営　業

23％ 42％
‡ウ

37％

社 事務・販売職 管　理職 管　理職
30％ 22％ 40％

会
一般技能職 自　営　業

階 17％ 21％

層 專務・販売職

条
20％

件 主婦職業 有職比率29％ 有職比率37％ 有職比率30％

世帯年収
450～600万円 450～600万円 600～800万円

にピーク
‡｝

にピーク にピーク

榊はπ2検定あるいはF検定において危険率1％で有意差のあることを

　示す。
‡はガ2検定あるいはF検定において危険率5％で有意差のあることを

　示す。

表m－2（2）職種別調査対象の概要

社

会

階

后

条

件

家

族

の

状

況

住

宅

条

件

世帯主職業

主婦有職比率

世　帯　年二収

平均家族人数

家　　族　　型

世帯主平均年齢

主婦平均年齢

長子年齢段階

所　有　関　係

住　宅　形　式

平均住戸面積

平均居住年数

ブルーカラi層
　（100件）

一般技能職
99，0％

29．0％

350～450万円

（　　　　32．3％

450～600万円
30．3％

4．5人

＆族：lll

　　36．8歳

　　33．9歳

膿二1：二

持家比率　87．0％

一戸建比率85．0％

　　117．3㎡

　　10．4年

ホワイトヵラー層
　（89件）

事務・販売職
　　　　42．0％

管理職　　35．8％

専門・技術職
　　12．0％

13．1％

450～600万円

（　　　　34．9％

600～800万円
　　　　30．2％

　　3，9人

同左（二111

二1：婁

同左（二1：二

同

同

左　　89，9％

左　　66．3％

90．7㎡

　6．6年

“■

“｝

‡“

I・‘3．．

｝‡

｝‡

”は1％水準，．は5％水準で有意差のあることを示す。

表1卜2（3）住宅規模別調査対象の概要

対象
住宅規模I 住宅規模皿 有意差

住宅面積 平均92．7㎡ 平均118．8㎡ ‡ホ

住

宅 所有関係 持家比率70，8％ 持家比率93．1％ ｝“

状 住宅型式
一戸建比率 一戸建比率

70．8％ 97．2％
“‡

況

居住年数 平均4．5年 平均3．5年 ｝｝

家族人数 平均4．0人 平均4．1人

世帯主年令 〃41．1才 〃刎一9才 ‡‡

家

主婦年令 〃38．1才 〃41．2才 ‡‡

族

長子年令
状

小学生　49．1％（中学・高校生　　　　19．1％

（喜纂）㍍
‡‡

況

家族型
核家族　85．6％（拡大家族8．8％ 核家族　74－4％（拡大家族14．5％ ｝

世帯主職業
一般技能職

28．1％
管理職　54．1％（事務・販売職

｝ホ

事務・販売職

社
25，8％ 19．2％

会
專門技術職

15，7％

階
世帯年収 450～600万円 800～1200万円

40．8％ 47．1％
‡“

層

状
350～450万円 600～800万円

224％ 25．7％

況 600～800万円 1200万円～
20．1％ 16，2％

主婦の職業 有職　　14．1％ 有職　　7．9％

　§2．調査項目と研究の手順

　調査項目は，各生活用品についての保有実態と，生活

用品に対する主婦の必要性評価および生活用品保有に対

する考え方と家族状況，住宅状況などのフェースシート

である。今回の調査でとりあげた生活用品は，総計513品

目であり，その分類を図m－1に示す。

　　　　　　　　大分須　　　　中分類　　　　小分類
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寝具・衣5田辿用品　（13品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■竈・伽用品　　（26品圓〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，味用品H手芸〕　（14品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○昧用品I1麻一ツ〕（19品目）
　　　　　　　　　　　　　　　一股日常用品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●昧用品皿（ゲーム〕（12品目〕
　　　　　　　　　　　　　　　（139品目〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●斥用品w〔音楽）（21品目〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部屋n品・　　　　（2！品目〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行箏用品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冷噴房用品　　　（13品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被服冒理用品　　（30品目）

　　　　　　　　日　む用品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　掃除一口芸用品（21品圓〕
　　　　　　　　（327晶目〕　　　家■用品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台所用品　　　（25品目）
　　　　　　　　　　　　　　　（92品目〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帷用品　　（16品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　洗面・化桂用品（19品目）
　生活用品　　　　　　　　　　行生用品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行生・医疵用品（30晶圓）
　（513品目〕　　　　　　　　　　　　　　　（49品目〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外出一旅行用品（15品目〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　豪具，りくOつげ〕　（10品目）

　　　　　　　　　　　　　　　豪　　具　　類　　　　　　企．衣鶉収舳豪几　（10晶目〕

　　　　　　　　　　　　　　　（32品目〕　　一腕一傲＾（12品目〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リネソ・下■須（12品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伺生・医蟹用晶（21品目）
　　　　　　　　予伽用品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台所一企科品　（50品目〕
　　　　　　　　（115品目〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　讐用品　　（32晶目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　客用寝具　　（25晶目〕

　　　　　　　　客用品　　　　　　　　　客用蝸　　119品目）
（71品目）

図1H－1

客用伽品　　　（27品目）

生活用品の分類
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　また，本研究における本報（その1l）

III－2に示す。

世帯条件によるモノ保有傾向と必愛尚1評佃1傾向の分析

　家族周期別対象　　　　世帯主職種別対象

　家族周期I，II，皿　　ホワイトカ・ヲー一，・ブル…カラー

ク）研究1F順を図

2．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll∵1唖｛

　　　　　　　　　　　　一「　　　丁∵

靖舞黒L…込1司
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図m－2 研究の手順

lV．本論一一一一調査結果およぴ考察一

§1．世帯条件によるモノ保有傾向と必要性評価傾向の

特徴（省略）

　紙数に制隈があるため、§1は省略した。なお、その

内容については、日本建築学会昭和60年度大会（東海）

に1おいて、・一部を報告した。学術講演梗概集5026～5028、

住宅の収納空間の標準化に関する研究（その1）ブルー

カラー層とホワイトカラー層別モノ保有の検討、（その

2）家族周期別モノ保有の検討、（その3）住宅規模別モ

ノ保有の検討、を参照されたい。

§2．モノ保有に影響をおよぼす要因

　本節では，分析対象の条件を，家族型（欠損家族，直

系家族員以外の居住者を含む世帯を除く）および住宅の

延床面積（60m2未満および200m2以上の世帯を除く）の側

面から隈定した結果，対象数は772件になった。この対象

を用いて，モノ保有に影響をおよぽす要因を個別に検討

し，さらに多変量解析を行なって，モノ保有に与える影

響度を考察する．

1．保有品目数と各要因との相関関係

　保有品目■数とそれに影響をおよぼす要因との関連を表

1V－1にホし，これを検討する。

丁下烹係彗
1家∵㍗、㌃洩㌻憲

ポー　　；‡ド七・二；：：㌃、

表1V一一1　保有晶目数と各要因との関連

アンダ’一ラインを付しているのは，ピアソンの積率相関係数，
その他はケンドールの順位相関係数を示す

　　　　　．坤総計　．　日用用I■■｛　　予伽用晶　　　客　用　品

午今↓∵

o

吋」

／宅の所ギ≡獺係

o　’亡　形　式

珪・　間　　1刀　　有　　郎

†一備宰ω｛i無

〒・　蠣　　畢　撤

担　　　H　　　句　　　撤

納　　｝］　工　　白　胴

納　　卜　　1刀　　由1　柚

畦　榊　＾　』｝　r

収納鞭ω1■無
収　納　岬　」。　t

lゾ外角吟のf1餌

！り自臼111引㍗

串1榊
拙　会　舛　｛　Ψ」骨」

7イー十一1。一」壷荷一

無顯心毎：1
ヰ活齪パ用　一ノ＝

o；55目

q．L’■

．｛一．1．■一彗三、

o　l　E29

011725
。。二舳i

［jユヨ目2

｛l　I［1■8

021，12

十」。烹
　　　　　　　　，；†一r；。。

　　04056　　‡‡　　　　　　　Ol｛74

　　01－3ヨ　1｝｝

　　0ヨ048　榊　　　　O1090

　　02172■榊1　　01704
　　00452　　　　　　　　　　　00647

　　　　　　　　　　01031

　　　　　　　　　　00801　　－1、．，、。、。、、

　　　　　　　　｝｝　　01423

三三、llll∴㍗

‡‡は危坤1据i島水串・τ右息を、1：すo

02360　｝

o0997　榊

○ユ87昌1榊

O038呂

ol　l091

o06121

－02219

　○ユ980　帥

　oo066

1o1210　．｝

o　I83I　l　｝｝

。。236■

“936≡岬
！O0846　榊

O0868＝｝

一02139　　｝“

‡は危険耶5勉水｝で有Oを爪す。

……㍗

O．2760

00843

01533

o1436

0“22
0－112筍

挫旦

㍗o1040

相関
償定

O074蓼

o1227

014911

－〇一038蓼

o097一！

o140壬1

0182≡■

O．023一

帥■204榊

＾‡　　　01009　　“，

■｝　　　一02330　　■■

－210－



　家族条件においては，日常用品の保有に対する影響は，

家族人数，世帯主年齢，家族周期，家族型のいずれの要

因についても大きく，家族人数が多く，世帯主年齢やラ

イフ・ステージが高くなるにしたがい，また拡大家族の

場合に保有品目数が多くなることが認められた。一方，

予備用品と客用品の保有については，家族人数や家族型

による影響はほとんどないが，日常用品にくらべてやや

弱いものの世帯主年齢および家族周期による影響が認め

られた（図省略）。

　保有品目数と社会的階層条件との関連では，各品目分

類ともに，世帯主の職業と世帯年収に関連がみられ，年

収が高くなるにしたがい保有品目数が多くなり，世帯主

職業では自営業と管理職に多い傾向が認められたが，そ

の影響はあまり強くない（図省略）。

　保有品目数と住宅条件の関連では，各品目分類ともに，

表IV－1に示したほとんどの要因との間に関連がみら

れ，住宅や各種収納スペースが広くなるにしたがい，保

有品目数が多くなっている。その中で，日常用品と予備

用品では，住宅全体の広さによる影響がもっとも大きく，

客用品では客間の有無による影響がもっとも大きい。ま

た，収納スペースでは，日常用品の場合，押入，納戸，

戸外倉庫の面積にやや大きな影響を受け，客用品では総

押入れ長さに，予備用品では収納壁量にやや大きな影響

を受けている。しかし，客問や予備室および収納壁を除

いた他のすべての要因において，日常用品との関連が

もっとも大きく，日常用品の保有は，住宅の諸条件に大

きな影響を受けるが，客用品，予備用品ではその影響度

はあまり大きくない（図省略）。

　保有品目数とモノ保有に対する考え方（生活観）との

関連をみると，生活用品の諸側面において，多くもちた

いとする意識が強いとこの意識に沿ってモノ保有が増加

する傾向がみられるが，モノをもたないようにしようと

する意識によってモノ保有が減少する傾向は顕著ではな

く，モノ保有を制限する影響力となるのは困難であるこ

とが認められた。生活観型別にみると，「しきたり型」と

それに次いで「みせびらかし型（よくばり型）」のモノ保

有に与える影響が大きい。また，品目分類別にみると，

日常用品の保有には「あたらしがり型」との関連が他品

目分類より大きく，予備用品では「合理主義型（機能的

ためこみ型）」との関連が，客用品では「みせびらかし型

（豪華誇示型）」と「うちでも型」等の対他意識との関連

が他品目分類より大きく，影響を強く受けており，品目

の種類によって影響を受ける生活観に違いのあることが

認められた（図省略）。

2．要因分析の方法

　現実のモノ保有には，多くの要因が複合して影響をお

よぽしていると考えられる。そこで，モノ保有に影響を

与えていると考えられる要因を，整理・選択し，林数量

化I類を用いてモノ保有に与える影響度を検討する。

　林数量化I類に用いる説明変数は，モノ保有との関連

が強い要因について，要因相互の内部相関をチェックし，

各条件群からそれぞれ最低数とりあ．げることを基本とし

た。その結果，家族条件については，家族人数と家族周

期を合成して，家族構成の新変数を作成して用いること

としたが，保有品目数との間に有意な関連がみられた（図

IV－1）。また，住宅条件では住宅の延床面積を採用し（図

IV－2），生活観については生活の謝則面において多くの

モノを保有しようとする各生活観を合成して，生汚観パ

ターンの新変数を作成して用いることとしたが，保有品

目数との間に有意な関連がみられた（図IV－3）。社会的

階層条件については，モノ保有に与える影響度は大きく

なく，家族構成との相関も強いため除いた。また，必要

性評価の〈ぜひ必要〉と〈なくてよい〉とする評価品目

数も，それぞれ個別に説明変数とすることとした。

　林数量化I類は，ステップごとに計算することとし，

第1ステップでは，各個別要因の相関係数を算出し，第

2ステップで家族構成と住宅の延床面積，第3ステップ

で生活観パターンを追加し，第4ステップでは＜ぜひ必

要〉と〈なくてよい〉と評価する品目数を個別に加える。

3．モノ保有に影響をおよぽす要因と影響の大きさ

　生活用品総数，日常用品，予備用品，客用品について，
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表1V－2 林数i化I類の結果

変数 必要性評価必要性評価林数量化I類
生
蔦　関連 家族構成 住戸面積 世帯年収世帯主職業生活観

〈ぜひ必要〉くなくてよい〉
分肝による累積説明率

生活用品 相関係数 0．4714〈3〉0．3510〈5〉0．2399〈6〉0．2346く7〉0．3517〈4〉0．5111＜2〉0．6789＜1〉一

全体 第2ステップ0．4153〈1〉0．2639〈2〉’ 一 ． ’‘ ．偏
274％

相 第3ステップ0．39馳〈1〉0．2370〈3〉 ‘ 0．2862〈2〉’i ．’ 33．2％
関

第4ステップO．3670〈2〉0．2083〈4〉 1 0．2653＜3〉0．坐81〈1〉’係 ’ 46．2％

数 第4ステップO．3307〈2〉0．1521〈3＞． ’ 0．1205〈4〉’ 0．6089＜1〉54．8％

日常用晶 相関係数’ 0．5528〈2〉0．3729〈4〉O．2355〈7〉0．2508〈6〉0．3174〈5〉O．4359〈3〉06350〈1〉 ’

第2ステップ0．5010〈1〉O．2720〈2〉 ‘ ． ’’ 一偏 一 35．5％

相 第3ステップO．4986〈1〉O．2397〈3〉 一 0．2625＜2〉’ ’’ 39．7％
関

第4ステップ04757〈1〉0．2159〈4〉一 ’ 0．2435〈3〉0．3552〈2〉’係
47．1％

数 第4ステップ0．4115〈2〉O．1808〈3〉’ ． O．1306〈4〉1． 0．5217〈1〉54．3％

予備用晶 相関係数 0．2902〈4〉0．1947〈5〉0．1734〈7〉O．1782〈6〉0．2952〈3〉O．5872〈2〉06615〈1〉 ’

第2ステップ0．2562〈1〉O．1368〈2〉一 一 ‘ 一． 一偏
10．1％

相 第3ステップO．2324〈2〉0．1137〈3〉’ ’ 0．2545〈1〉’’ ’ 15．8％
関

第4ステップ0．1682〈3〉0．0995〈4〉 ’ 0．2240〈2〉0．5609〈1〉’係 ． 41．4％

数 第4ステップO．1890〈2〉0．0424〈4〉’ ’ O．1261〈3〉’ 0．6335〈1〉47．O％

相関係数 0．3032〈4〉0．2716〈5〉0．1773〈6〉0．1657〈7〉0．3304〈3〉O．6342＜2〉0．7338〈1〉．客用晶
第2ステップ0．2579〈1〉0．2200〈2〉 ． ’ ■． ’偏 ’ 13．4％

相 第3ステソプ0．2444〈2〉0．1965〈3〉 ． 0．2955〈1〉一・ ．‘ 20．8％
関

第4ステソプO．1952〈2〉O．1747〈4〉 ’ 0．1835〈3〉O．5897〈1〉’係 ． 47．1％

数 第4ステンプ0．1364〈2〉0．0968〈4〉‘ ’ 0．1111〈3〉一．八　、　＿
0．6867〈1〉55．9％

」一　　　　　　　　　一　　’世帯年収と世帯主職業は，他変数との内部相関が強いため林数量化I類分析から除いた。
〈　〉内の数字は，相関係数と偏相関係数の値の順位。

林数量化I類におけるステップごとの各要因の影響度と

累積説明率を検討する（図1V－4，表IV－2）。

　日常用品の保有については，家族構成や住宅の延床面

積の生活実態から受ける影響度が大きく，この2変数

による累積説明率は36％であるが，予備用品と客用品で

はこれらの影響度は小さく，累積説明率はそれぞれ1O％

と13％にすぎない。一方，必要性評価の要因による影響

度は，予備用品と客用品において日常用品より大きく，

この説明変数追加による累積説明率の上昇率は大きい。

　また，日常用品，予備用品，客用品において，家族構

成，住宅の延床面積，生活観パターンによる累積説明率

は，それぞれ40％，16％，21％と違いがみられるが，〈な

くてよい〉と評価する必要性評価要因を加えた最終ス

テップでは，54％，47％，56％と大きな差は認められな

い。
　生活用品の保有を左右する要因は，生活用品の種類に

よって異なっており，基本的生活用品を含む日常用品の

場合，生活実態から受ける影響が大きく，予備用品や客

用品では生活観や必要性評価などの保有意識による影響

が相対的に大きいことが認められた。しかし，今回の分

析では，モノの大きさや数量および質の側面を捨象し，

品目の種類数によって分析しているため，モノ保有に対

する基本的な影響の様相をとらえるにとどまっている。

§3．保有パターンによるモノ保有の分析

　全対象世帯における生活用品の平均保有品目数は，

345．1品目であった。しかし，各世帯の保有実態をみると，

最低156から最高498品目まで，かなり分散した傾向が認

められ，世帯による差が大きい。そのため，ここでは，

各世帯の保有状況をより明確に把握し，保有の共通性と

多様性を明らかにしていくために，保有のしかたの類似

性に基づいて世帯をいくつかのグループに分け，その特

徴を保有パターンとして考察する。

1．パターン分析の方法

　対象世帯をグループに分類する方法として，174品目の

生活用品を選び，それらの保有実態を用いて，主成分分

析を併用したQモードクラスター分析を行なった1）。クラ

スター分析を実施するにあたって，対象世帯の家族型と

住戸面積について§2と同様な条件に限定し，さらに，

不明回答が18項目（174品目の5％）未満のものを有効と

した結果，有効対象世帯は760件となった。

　なお，クラスター分析の結果，対象世帯を6つのクラ

スター（I～V1グループ）に分けることができた（図省

略）。

2．保有パターンの特徴

1）保有品目数および必要性評価品目数の比較

　6つのクラスターにおけるモノ保有の特徴をみると，

品目数では日常用品，客用品，予備用品およびこれらの

1）主成分分析を併用したQモードクラスター分析法はSPSS統
　計パッケージ（三宅一郎，中野嘉弘，水野欽司，山本嘉一郎：
　SPSS統計パッケージI1解析編，東洋経済新聞社，1982）を

　用いた。
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　クラスター
クループ1（1OO〕
クループ皿（1．17）
グループ㎜（1，31）
クル’プlV（1．41）
グループV（1，52）
グループVl（1，67〕

　クラスター
クループI（1－OO）
グループ皿（1，09）
クループm’｛1，16〕
クループWu．22）
グループV（1，27）
グループV■（1－38）

　クラスター
クループI（一、OO）
グノレープ皿（1，44）
クループ皿（117）
クループW（2．01〕
クループV（2．26）
クループV1（242）

200　　　　　　　　　3㎝
　　266．5

200

3105

100

　　小氾　　　　　　　　　　　500　　一＿L一一1一＿＿一一一一」
　　■，総，品111数

丑ユ

ニ±ヨゴに：ll：1：

　　＝07600
E『A宣旺05718

　　止　O．8；｛55
正TA1＿O．6980

　クラスター　　　　　50　　　　100

グループI（1．00）
クループ皿u．39）
クループ皿（1，73〕
クループ1V（2．OO）
クループV（刎2〕
クループW2．85）

　　　　（　）内はグループIを基準とした場合の保宿品目載1の比簗を，示ブ
　　　　｝は1％水準でクルーブ間に有意差のあるこ．とを牙≡．’ず
　　　　図1V－5　クラスター別にみた保有品目数

生活用品総計はいずれも段階的にふえており，主に，こ

のクラスターは保有品目数の大小によって分けられてい

ることがわかる（図IV－5）。そして，日常用品の場合は

各クラスターの差が全体に小さいが，客用備品，予備雑

用品，予備台所・食料品などクラスター間の格差は，特

に，客用品や予備用品の保有に大きく表れている（図IV

－6）。

　また，各クラスターにおける必要性評価の傾向をみる

と，保有品目数の場合とほぽ対応した結果が得られた。

すなわち保有品目数が多いクラスターほど〈ぜひ必要〉

と評価した品目数は多く，逆に〈なくてよい〉と評価し

た品目が少ない。また，クラスター間におけるちがいを

みた場合，日常用品では趣味用品を除くといずれのクラ

スターも評価傾向のちがいは小さく，逆に，客用品や予

備用品ではクラスターによって評価傾向が大きく異なっ

て、その特徴は保有品目数より必要性評価のほうに顕著

である（図IV－7～図IV－10）。

　　クラスター　　100　　　　　　　　　　　200　　　　　　　　　　　300

グルーブI（1－oo）　　　　　　：閉。1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総品目数｝

グルーブI1（1　16）　　　　　　　　　　　　　　169．6

クルーブm（132）　　　　　　　　　　　　1934

クループ1V（149）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　218．1

クループV〔157）　　　　　　　　　　　　　　2291
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ETA　＝C，4388クルーブm85）　　　　　　　　　　271．O　　ET。㌧α1脳

　（　）内はグルーブ1を基準とした場合の評価くせひ必要〉とこたえた品目数の比率を示す。
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　　趣味用品
　　　（手芸）

竈蠣・；務用品

　萌触　　　　　鵬．衣類
1勿1切吻　　　　　馳用回
　　　　9り
　　　　　8岨　　　　　　　7D6旧
　　　　　　　　　50勿3。

　　　　趣味用品醐品　（ゲーム　綴㌻
（スポーツ）

部昌伽晶・

行ヨ用品

　　冷暖房用品
／被服管一品

／除．＿

客用食器
台所鴛

2．O

　　　　　　　2．O客用痕具

　a0
雑用品

＼＼面・㈱
予備雑用品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　筍生・医療用品

　　予備台所・食料品
　　　　　　　　　予備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外出・旅行用品
　　　　　　　　　衛生・医涜用品

　　　　　　　　　　　　　　予備リネソ・　　　　　　　　　　　　っくりっけ家具類
　　　　　　　　　　　　　　下着類　　＿股箱物　　企1衣類
　　　　　　　　　　　　　　　　　脚物家具　　収納家具

図1V－8　クラスター別’こみた必要性評価〈ぜひ必要〉と二たえた品目数の比率
　　　　　（Iグループを基準としてみた場合リ

　　クラスター　　　　　　　　　　　　　　lO0　　　　　　　　　　　　200

グループI（1．OO）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　190．9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　偽晶目ポ．
クループ皿（O．85）　　　　　　　　　　　　　　　　　163．O

クループ皿（O．68）　　　　　　　　　　　　　　12．7

クルーフTV（O，55）　　　　　　　　　　　　　　　　　l05．2

グループV（O．蝸）　　　　　　　　87，1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ETA＝O．6211クルーフ「η（0．44）　　　　　　　　　　84．3　　　　　　　　　　　　　　　ETA2三〇．3B57

　（　〕内はクループIを基準とした場合の評価くなくてよい〉とこたえた品目改の比率を示すo

　図1V－9　クラスター別にみた必要性評価＜なくてよい〉

　　　　　　とこたえた品目数

　コ鰭・こ膓用品

寝具・衣頴
関違用品

蕃用伽品

客用企器

客用寝具

腎野

予伽碓用品

　一千伽台所・

　　食嵩品

　　予伽
　　竈生医■用品

　　　　予伽
　　　　リネソ・下竈類

図1V－10

腫味用品　　竈味用品
（スポーツ〕　　｛ゲ】ム〕　　竈味用品

　　　　　　（音崇j

部屋備品1行口用品

冷暖房用品

　被服管理用品

　10

皿5　　　　　　　　　　　　　掃除．蘭芸用品

台所用品

皿　　　推用品

　　　　洗面．化蛙用品

　　筍生・医万用品

外出．旅行用品

　　　隷貿食・衣獺
　　　　　　収納家具　　　　つくりつけ家具

クラスター別にみた必要性評価くな〈てよい〉と

二たえた品目数の比率（Iグループを基準として）

2）保有品目内容の比較

　それぞれのグループに保有されている品目内容のちが

いを検討するために，全品目についてグループ別に保有

率を算出し，次の7つのカテゴリーに分けた。すなわち，

A：すべてのグループにおいて保有率が50％をこえるも

の，B1Iグループを除く他のグループで保有率が50％

をこえるもの，C：I・IIグループを除く他のグループ

で保有率が50％をこえるもの，D：IV・V・VIグループ

においてのみ保有率が50％をこえるもの，E：V・VIグ

ループのみ保有率が50％をこえるもの，F：VIグループ

のみ保有率が50％をこえるもの，G　lその他，の各カテ

ゴリーである。このうちのAからFのカテゴリーに含ま

れている品目は，それぞれIからVIグループにおける保

有品目内容にほぼ相当すると考えられる（表省略）。

　各グループにおける保有品目の特徴を分析するため

に，各カテゴリーに含まれている品目について必要性評

価との関連をみた。居住者自身が必要性を非常に高く評

価した品目一具体的には，対象世帯の過半数が〈ぜひ

必要〉と評価した品目，あるいは〈ぜひ必要＞と〈あれ

ば便利〉の評価があわせて8割を越えるような品目2〕

　　　を，家庭生活を営んでいくための『基本的生活用品』

2）居住者自身による必要性評価の傾向は§1で述べたように，

　全般に実際の保有状況と比較すると，かなり低く評価されて

　いる。したがって，ここに掲げた条件にあてはまる品目の必

　要性は相当高く評価されているものであり，居住者にとって

　家庭生活を構成するための基本的な生活用品に相当するもの

　と考えることができる。
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とみなすと，保有品目数が最も少ないIグルー一プでは，

日常よく使う基本的な生活用品に眼って保有されている

が，客用品や予備用品では基本的なものがやや不足して

いるというパターンを示している。IIグル…プで保有数

がふえると，客用品や予備用品の中でも必要性が高いも

のが補充され，家庭の『基本的生活用品』が整っていく。

さらに，m～VIグループのように，保有品目数が多くな

ると，趣味用品，家具類，客用備品などの品目が充実し，

全体に，品目内容が豊かに多様化していくプロセスをみ

ることができる。

3）世帯条件の比較

　各クラスターに属している世帯の条件を比較すると

（図IV－11～図IV－14），保有品目が多■いクラ又夕一には

三世代家族が多く含まれ，長子が高校生以上に成長した

家族が中心で，家族人数も他のクラスターにくらべ若干

多い。また，収入も比較的多い管理職や専門技術職の世

帯の比率が高い。そして，住宅条件は，住戸面1磧をはじ

め各種収納スペースにゆとりのある住宅に屠住している

世帯が多いといえる。

　生活用品の保有のしかたには多様なパター一ンが想定さ

れたが，この調査結果をみるかぎり，保有パターンは保

有品目の種類の多少が大きく影響しているように思え

る。今回の分析では，ものの大きさ，質，数量を捨象し

た1品目の種類で分析しているが，保有のしかたは基本的

な生活用品を核として段階的に増加するパターンであ

り，そのふえ方には特定の品目群に偏った特徴が認めら

れるが，図IV…15（1）のように各グループがそれぞれ異

なった特徴を示しているのではなく，図IV－15（2）に示

すような波紋状の段階的な広がりをもってふえていくパ

ターンであると考えられる。

　なお，§1で分析した対象の種類別に各クラスターを

検討し（図IV－61）その特徴をみると，ブルーカラー層

とホワイトカラー層の場合はいずれのクラスターにもほ

ぽ均等に含まれており，両層のちがいは部分的に隈定さ

れているためさほど明確ではない。一方，家族周期別対

象をみると，各クラスターと家族周期には明らかな対応

関係が認められる。すなわち，保有品目数が多いクラス

ターほど，若い世代より申高年世代が含まれる比率が大

きくなる。住戸規漠別対象についても，保有品目数の少

ないクラスターほど狭い住宅の占める比率が高いという

傾向を見出すことができ，§1で対象の種類別に考察し

た保有傾向の特微が裏付けられた。

　350万円未澗
0　　　　　　　　　　　50 100弓⊥　u　、

350～450　　万円 600～800　　　万円

’

1200万円以上
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弓

管理職　　　　　自営業　その他
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クラスター別にみた家族の条件一家族人数，世箒主年齢，主婦年齢一
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クラスター

クループI

グループII

グループ皿

クループ1V

クループV

グルーフv一

I　　　皿　　　　　　㎜　　IV
＾ 皿 ■ ■1

’I ■■

家族杷成

クラ・スター90
グループI
グループ皿
クルーブ皿
グループw
グル・一ブV
グループVl

クラスター
クループI
グルーブ1I
クループm
クループlV
クループV
グルーブVl

　　　　　　V　　W　　　　　W　　　　　■

I　夫婦世帝
皿　長子が就学前の子供をもっ核家族世帯
皿長子が小学生の子供をもつ核家族世帯
1V　　　　　　”　　　　　　3世代家族世帝
V長子が中・高校生の子供をもつ核家族世帯
W　　　　　　”　　　　　　3世代家族世帯
w　長子が高校卒業以上の子供をもつ核家族世帯
■　　　　　　　”　　　　　　3世代家族世帯
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V．本研究の結論

　　本研究は国民一般の住宅内のモノ保有の標準化を設定

するための前段として，モノ保有と屠住者にかかわる諸

条件との問にある法則性を把握しようとするものであ

　る。調査対象とした生活用品は513品目，調二査の有効回収

数は1，066件であった。以下節構成順に得られた成果の概

要を記す。

　1．世帯条件によるモノ保有傾向と必要性評価傾向の特

徴

　世帯条件を家族周期別3段階，ブルーカラー層とホワ

イトカラー層分類，住宅規模2段階の各村比にオニiいて法

則性にかかわるモノ保有の実態を分析した。

1）家族周期別：全体としてライフ・ステージが高い方が

モノ保有は大になるが，品目別にその傾向の著しいもの，

また部分的に逆傾向を示すものもある、．またモノ保有は

必要性感よりも不必要感との関連が強いのが一般である

が，ステージが進むと必要感以上にモノを保有する傾向

が見られる。

2）社会階層別1全体としてブルー一カラー層の方がモノ

保有が大きいが，特定の品目（書籍，一寮務用品，スポー

ツ用品等）ではホワイトカラー一層の方が保有が大になる。

また前項同様に不必要感と保有品目数との関連は強い

が，特にホワイトカラー層に顕著である。

3）住宅規模別：全体として住宅規模が大きい方が当然

保有品目数が多くなるが，その傾向は．；r1、目によって強弱

がある。また規模が大きい住宅の唐住者の方が必要感の

強い品目が多数に及び，遡こ不必要感（7）強い品目が少く

なる。

2．モノ保有に影響を及ぽす要困

　前項の調査対象住宅全部をとり，馴＝萱者の各条件を純

化して分析対象を772件にしぽ「），モノ保郁こ影響をおよ

ぽす要因を個別に検討し，さらに多変量解析を行なってモ

ノ保有に与える影響度を探究した。

1）保有品目数と各要因との相関関係1家族条件は日常

用品の保有と関連が強く，予備用品と客胴品の保有とも

関連する。保有品目数は社会的階層条件では世帯主の職

業と年収に関連がみられるが，住宅条件，特に住宅規模

や各種収納スペース，との関連が強い、なお客用品が客

問の有無との関連が強いように，特定の品目が特定の住

宅条件と強い係りをもつことが明らか1，llなった。またモ

ノ保有に対する考え方（生活観）もモノ保有と関連して

おり，生活観型と保有品目との関係も一一・・部で明確に認め

られる。

2）モノ保有に影響を及ぽす要因と影響ク）大きさ1林数

量化I類による分析をおこなうため，モ1ノ保有に影響を

与えると考える諸要因を整理・選択し柵関を検討した。

その結果，日常用品，予備用品，客用品においては、家

族構成，住宅の延面積，生活観パターンによる累積説明

率がそれぞれ40％，16％，21％となり差異があるが，こ

れに＜なくてよい〉と評価する必要性評価要因を加える

と最終ステップでは54％，47％，56％となり，各品目に

よる差が少い有為な説明率をえた。

3．保有バター一ンによるモノ保有の分析

　対象世帯を前節と同様に隈定し，174品目の生活用品に

ついてクラスター分析をおこない，生活用品保有の標準

化にかかわるパター・ンの性格を分析した。

1）各クラスタ…の特徴：得られた6つのクラスターは

各品目および全品目の品目数について段階的に増加する

もので品目別に増加の状態が伺われ，また必要性評価と

の関連が見られる。

2）保有品目内容の比較1品目内容の差異を検討するた

めに保有全品目について保有卒を算出し7つのカテゴ

リーに分けた。これよ一）必要性評価と関連させて各グ

ループの各品目に対する保有の状況を明らかにした。

3）世帯条件の比較1各クラスターに属する世帯の諸条

件を比較して保有パターンにかかる属性を前節とは異っ

た方向で分析した。
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